
入 間 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算

令 和 ５ 年 度

議 案 第 ３ ７ 号





令和５年度入間市下水道事業会計予算 
（総則） 
第１条 令和５年度入間市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。  （業務の予定量） 
第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 
⑴  水 洗 化 戸 数                    ５８，７０４戸 
⑵  年 間 総 排 水 量                １７，０３９，０００㎥ 
⑶  一 日 平 均 排 水 量                    ４６，５５５㎥ 
⑷  主要な建設改良事業     管渠布設工事                     ５４，２３０千円     管渠改築工事                    １９４，１８３千円     耐震化工事                     ７５，３５０千円 
（収益的収入及び支出） 
第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収         入 
第１款 下 水 道 事 業 収 益 ２，４２９，２１２千円  第１項 営 業 収 益  １，６４８，０００千円  第２項 営 業 外 収 益  ７８１，２１２千円 

支         出 
第１款 下 水 道 事 業 費 用 ２，３８４，９５２千円  第１項 営  業  費  用  ２，２４７，６７７千円  第２項 営 業 外 費 用  １３１，１７４千円  第３項 特 別 損 失  １，１０１千円  第４項 予 備 費  ５，０００千円    

− 268 − 入間市下水道事業会計



（資本的収入及び支出） 
第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支
出額に対し不足する額１，００１，０４９千円は当年度分消費税及び地方消費税資本的

収支調整額４９，５０６千円、減債積立金５０，０８５千円、過年度分損益勘定留保資

金９０１，４５８千円で補てんするものとする。）。 
収         入 

第１款 資 本 的 収 入 ２０７，５０５千円  第１項 企 業 債  １３８，７００千円  第２項 国 庫 支 出 金  ４３，５００千円  第３項 負 担 金 等  ２５，３０３千円  第４項 固定資産売却代金  １千円  第５項 寄 附 金  １千円 
支         出 

第１款 資 本 的 支 出 １，２０８，５５４千円  第１項 建 設 改 良 費  ６０６，５９８千円  第２項 企 業 債 償 還 金  ６０１，９５６千円 
（債務負担行為） 
第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。 

事 項 期 間 限 度 額 
入間市水洗便所改造資金融資

あっせん制度による資金を融

資した金融機関に対する損失

補償 
契約締結の日から資金利

用者が借入資金返済完了

まで 弁済されない元利及び

遅延利息の合計額    
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（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

流域下水道 

整備事業 

千円 

138,700 

普通貸借 

又は 

証券発行 

３．０％以内 

（ただし、利率見直し方式で
借り入れる政府資金及び地
方公共団体金融機構資金に
ついて、利率見直しを行った
後においては、当該見直し後
の利率） 

借入先の融資条件によ
る。ただし、企業財政の
都合により据置期間及
び償還期限を短縮し、
若しくは繰上償還又は
低利に借換えすること
ができる。 

計 
千円 

138,700 

   

 （一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、４００，０００千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

⑴  営業費用及び営業外費用の間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これら以外の経費の金額に

流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費の金額に流用する場合は、議会の議決を

経なければならない。 

⑴  職員給与費           １５０，３５９千円 

 （他会計からの補助金） 

第１０条 下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、  

１７５，０７８千円である。 

 （たな卸資産購入限度額） 

第１１条 たな卸資産の購入限度額は、４，２０２千円と定める。     令和５年２月１６日提出                     入間市長  杉 島 理一郎 
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令 和 ５ 年 度

入間市下水道事業会計予算説明書





収　入

予 定 額 備 考

1 下 水 道 2,429,212

事 業 収 益 1 営 業 収 益 1,648,000

1 下 水 道 使 用 料 1,478,840

2 雨 水 処 理 負 担 金 168,390

3 その他の営業収益 770

2 営 業 外 収 益 781,212

1 受 取 利 息 7,098

2 他 会 計 負 担 金 116,532

3 他 会 計 補 助 金 175,078

4 国 庫 補 助 金 4,000

5 長 期 前 受 金 戻 入 477,000

6 雑 収 益 1,504

支　出

予 定 額 備 考

1 下 水 道 2,384,952

事 業 費 用 1 営 業 費 用 2,247,677

1 管 渠 費 217,317

2 流域下水道維持管理費 545,248

3 普 及 促 進 費 7,866

4 委 員 会 費 121

5 業 務 費 82,366

6 総 係 費 54,759

7 減 価 償 却 費 1,330,000

8 資 産 減 耗 費 10,000

2 営 業 外 費 用 131,174

1 支 払 利 息 79,130

2 雑 支 出 6,635

3 消費税及び地方消費税 45,409

3 特 別 損 失 1,101

1 過年度損益修正損 1,101

4 予 備 費 5,000

1 予 備 費 5,000

款 項 目

（単位：千円）

令 和 ５ 年 度 入 間 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

（単位：千円）

款 項 目
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収　入

予 定 額 備 考

1 資本的収入 207,505

1 企 業 債 138,700

1 企 業 債 138,700

2 国 庫 支 出 金 43,500

1 国 庫 補 助 金 43,500

3 負 担 金 等 25,303

1 受 益 者 負 担 金 25,303

4 固定資産売却代金 1

1 固定資産売却代金 1

5 寄 附 金 1

1 寄 附 金 1

支　出

予 定 額 備 考

1 資本的支出 1,208,554

1 建 設 改 良 費 606,598

1 事 務 費 62,518

2 管 渠 改 良 費 402,639

3 流 域 下 水 道 費 138,775

4 固 定 資 産 購 入 費 2,666

2 企 業 債 償 還 金 601,956

1 企 業 債 償 還 金 601,956

（単位：千円）

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目

（単位：千円）

款 項 目
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予 定 額

1 営業収益 1,648,000

1 下 水 道 1,478,840

使 用 料 1 下 水 道 1,478,840 ○下水道使用料 1,478,840

使 用 料

2 雨水処理 168,390

負 担 金 1 雨水処理 168,390 ○雨水処理負担金 168,390

負 担 金

3 その他の 770

営業収益 1 手 数 料 770 ○指定工事店指定手数料 755

○責任技術者登録手数料 15

2 営 業 外 781,212

収 益 1 受取利息 7,098

1 預金利息 260 ○大口定期預金利息 260

2 有価証券 6,838 ○有価証券利息 6,838

利 息

2 他 会 計 116,532

負 担 金 1 一般会計 116,532 ○一般会計負担金 116,532

負 担 金

3 他 会 計 175,078

補 助 金 1 一般会計 175,078 ○一般会計補助金 175,078

補 助 金

4 国 庫 4,000

補 助 金 1 国 庫 4,000 ○防災・安全交付金 4,000

補 助 金

5 長期前受 477,000

金 戻 入 1 受贈財産 256,758 ○受贈財産評価額長期前受金戻入 256,758

評価額長

期前受金

戻 入

2 寄附金長 3,682 ○寄附金長期前受金戻入 3,682

期前受金

戻 入

3 受益者負 66,597 ○受益者負担金長期前受金戻入 66,597

担金長期

前 受 金

戻 入

令和５年度入間市下水道事業会計予算実施計画説明書

収　益　的　収　入　及　び　支　出

項

 収　　　入

目 備　　　　　　考節

（単位：千円）
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予 定 額

4 工事負担 28 ○工事負担金長期前受金戻入 28

戻入） 金長期前

受金戻入

5 国庫補助 149,803 ○国庫補助金長期前受金戻入 149,803

金長期前

受金戻入

6 県補助金 132 ○県補助金長期前受金戻入 132

長期前受

金 戻 入

6 雑 収 益 1,504

1 延 滞 金 1 ○下水道事業受益者負担金延滞金 1

2 その他の 1,503 ○排水設備に係る書類のコピー代 3

雑 収 益 ○デザインマンホール蓋グッズ販売収益 490

○行政財産目的外使用料 5

○車両売却関連収益 5

○水洗便所改造資金融資預託金回収金 1,000

項 目 節 備　　　　　　考

（2 営業外収益）（5 長期前受金
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予 定 額

1 営業費用 2,247,677

1 管 渠 費 217,317

1 給 料 22,185 ○給料　6人 22,185

2 手 当 9,726 ○扶養手当 636

○管理職手当 516

○通勤手当 328

○時間外勤務手当 1,138

○期末手当 3,216

○勤勉手当 2,490

○地域手当 1,402

3 賞与引当 2,853 ○期末手当 1,608

金繰入額 ○勤勉手当 1,245

4 法 定 8,483 ○職員共済組合負担金 6,100

福 利 費 ○職員退職手当負担金 2,324

○公務員災害補償基金負担金 59

5 法定福利 533 ○職員共済組合負担金 533

費引当金

繰 入 額

6 被 服 費 237 ○職員貸与被服費 237

7 備消品費 289 ○維持管理消耗品 150

○検査用消耗品 85

○事務用消耗品等 54

8 燃 料 費 193 ○自動車用燃料費 193

9 通 信 571 ○マンホールポンプ電話料金 571

運 搬 費

10 委 託 料 48,546 ○管路施設調査業務委託料 18,689

○管渠調査委託料 3,300

○管渠等清掃委託料 10,065

○マンホールポンプ点検委託料 3,003

○水質調査業務委託料 5,412

○下水道地理情報システム更新等委託料 8,077

11 手 数 料 81 〇車検代行手数料 11

〇自動車新規登録手数料等 70

12 賃 借 料 66 〇ガス検知器賃借料 66

13 修 繕 費 102,861 ○管渠等修繕 102,630

○自動車修理代等 231

14 動 力 費 2,574 ○マンホールポンプ電気料金 2,574

（単位：千円）

備　　　　　　考

 支　　　出

　（正職員4人、再任用フル1人、パート1人）

項 節目
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予 定 額

15 材 料 費 16,499 ○マンホール蓋等 16,499

16 負 担 金 1,200 ○私道共同排水設備維持管理補助金 1,200

補助及び

交 付 金

17 保 険 料 405 ○下水道施設所有者賠償責任保険 280

○調査時賠償責任保険 12

○自動車保険料 113

18 公 課 費 15 〇自動車重量税 15

2 流域下水 545,248

道 維 持 1 流域下水 545,248 ○荒川右岸流域下水道維持管理負担金 545,248

管 理 費 道維持管

理負担金

3 普 及 7,866

促 進 費 1 負 担 金 6,860 ○私道共同排水設備設置事業補助金 6,360

補助及び ○水洗便所改造資金補助金 500

交 付 金

2 貸 付 金 1,000 ○水洗便所改造資金融資預託金 1,000

3 水 洗 化 6 ○水洗便所改造資金利子補給金 6

利 子

補 給 金

4 委員会費 121

1 報 酬 106 ○上下水道審議会委員報酬　15人 106

2 旅 費 15 ○費用弁償 15

5 業 務 費 82,366

1 手 数 料 82,366 ○下水道使用料徴収等手数料 82,366

6 総 係 費 54,759

1 給 料 20,754 ○給料　6人 20,754

　（正職員6人）

2 手 当 11,634 ○扶養手当 678

○管理職手当 684

○住居手当 576

○通勤手当 279

○時間外勤務手当 2,168

○期末手当 3,230

○勤勉手当 2,692

○地域手当 1,327

節 備　　　　　　考

（1 営業費用） （1 管渠費）

項 目
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予 定 額

3 賞与引当 2,963 ○期末手当 1,616

金繰入額 ○勤勉手当 1,347

4 法 定 9,230 ○職員共済組合負担金 6,488

福 利 費 ○職員退職手当負担金 2,699

○公務員災害補償基金負担金 41

○年金給付に要する費用 2

5 法定福利 573 ○職員共済組合負担金 573

費引当金

繰 入 額

6 旅 費 64 ○職員旅費 64

7 被 服 費 20 ○職員貸与被服費 20

8 備消品費 185 ○事務用消耗品 185

9 印 刷 44 ○マンホールカード発行費 44

製 本 費

10 通 信 73 ○郵便料金 73

運 搬 費

11 委 託 料 3,704 ○固定資産算定業務委託料 2,420

○固定資産管理システム保守業務委託料 495

○企業会計システム運用保守等業務委託料

　 789

12 手 数 料 55 ○EB振込手数料 55

13 研 修 費 342 ○研修費 342

14 厚 生 費 220 ○人間ドック助成金 220

15 負 担 金 4,348 ○市庁舎維持管理負担金 1,700

補助及び ○庁内各種システム負担金 1,000

交 付 金 ○上下水道事業会計間負担金 1,200

○各団体負担金 448

16 貸倒引当 550 ○令和元年度分不納欠損処理予定額 550

金繰入額

7 減 価 1,330,000

償 却 費 1 有形固定 1,188,953 ○有形固定資産減価償却費 1,188,953

資産減価

償 却 費

2 無形固定 141,047 ○無形固定資産減価償却費 141,047

資産減価

償 却 費

項 節 備　　　　　　考

（1 営業費用） （6 総係費）

目
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予 定 額

8 資 産 10,000

減 耗 費 1 固定資産 10,000 ○有形固定資産除却費 10,000

除 却 費

2 営 業 外 131,174

費 用 1 支払利息 79,130

1 企 業 債 79,129 ○企業債利息 79,129

利 息

2 借 入 金 1 ○借入金利息 1

利 息

2 雑 支 出 6,635

1 そ の 他 6,635 ○雑支出 6,635

雑 支 出

3 消 費 税 45,409

及び地方 1 消 費 税 45,409 ○消費税及び地方消費税納付予定額 45,409

消 費 税 及び地方

消 費 税

3 特別損失 1,101

1 過年度損 1,101

益修正損 1 過年度損 1,100 ○過年度分下水道使用料過誤納金還付等 1,100

益修正損

2 過 年 度 1 ○貸倒引当金取崩不足分 1

貸倒損失

4 予 備 費 5,000

1 予 備 費 5,000

1 予 備 費 5,000 ○予備費 5,000

節 備　　　　　　考項 目

（1 営業費用）
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予 定 額

1 企 業 債 138,700

1 企 業 債 138,700

1 企 業 債 138,700 ○流域下水道整備事業債 138,700

2 国 庫 43,500

支 出 金 1 国 庫 43,500

補 助 金 1 国 庫 43,500 ○防災・安全交付金 43,500

補 助 金

3 負担金等 25,303

1 受 益 者 25,303

負 担 金 1 受 益 者 25,303 ○下水道事業受益者負担金 25,303

負 担 金

4 固定資産 1

売却代金 1 固定資産 1

売却代金 1 車 両 1 〇車両運搬具売却代金 1

運 搬 具

売却代金

5 寄 附 金 1

1 寄 附 金 1

1 寄 附 金 1 ○公共下水道区域外流入寄附金 1

資　本　的　収　入　及　び　支　出

 収　　　入 （単位：千円）

項 目 節 備　　　　　　考
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予 定 額

1 建 設 606,598

改 良 費 1 事 務 費 62,518

1 給 料 29,802 ○給料　9人 29,802

　（正職員8人、再任用短1人）

2 手 当 18,536 ○扶養手当 516

○管理職手当 1,152

○住居手当 1,649

○通勤手当 380

○時間外勤務手当 1,194

○期末手当 6,426

○勤勉手当 5,330

○地域手当 1,889

3 法 定 12,981 ○職員共済組合負担金 9,260

福 利 費 ○職員退職手当負担金 3,676

○公務員災害補償基金負担金 45

4 報 償 費 646 ○受益者負担金前納報奨金 646

5 被 服 費 205 ○職員貸与被服費 205

6 備消品費 163 ○事務用消耗品 104

○現場用消耗品等 59

7 燃 料 費 71 ○自動車用燃料費 71

8 修 繕 費 88 ○自動車修理代 88

9 保 険 料 26 ○自動車保険料 26

2 管 渠 402,639

改 良 費 1 工 事 334,741 ○管渠布設工事 54,230

請 負 費 ○管渠改築工事 194,183

〇耐震化工事 75,350

○取付管設置工事 1,650

○舗装本復旧工事 9,328

2 委 託 料 62,590 〇管路施設耐震診断調査業務委託料 25,520

〇管路施設耐震化詳細設計業務委託料 19,800

〇管渠改築詳細設計業務委託料 15,070

○調査等委託料 2,200

 支　　　出 （単位：千円）

項 目 節 備　　　　　　考
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予 定 額

3 負 担 金 3,108 ○工事負担金 3,108

補助及び

交 付 金

4 補 償 金 2,200 ○支障物件移設補償料 2,200

3 流 域 138,775

下水道費 1 流域下水 138,775 ○荒川右岸流域下水道建設負担金 138,775

道事業費

負 担 金

4 固定資産 2,666

購 入 費 1 車 両 2,200 ○車両運搬具購入費 2,200

運 搬 具

購 入 費

2 器具備品 466

購 入 費 　 466

2 企 業 債 601,956

償 還 金 1 企 業 債 601,956

償 還 金 1 償還元金 601,956 ○企業債償還元金 601,956

（1 建設改良費）(2 管渠改良費)

項 目 節

〇地理情報システム用住宅地図データ更新費

備　　　　　　考
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（単位：千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益 17,626

　減価償却費 1,330,000

　固定資産除却費 10,000

　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 136

　長期前受金戻入額 △ 477,000

　受取利息 △ 7,098

　支払利息 79,130

　固定資産売却損益（△は益） 60

　未払金の増減額（△は減少） △ 18,369

　小計 934,213

　利息の受取額 7,098

　利息の支払額 △ 79,130

　業務活動によるキャッシュ・フロー 862,181

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

　固定資産の取得による支出 △ 557,092

　固定資産の売却による収入 1

　国庫補助金等による収入 43,500

　受益者負担金等による収入 25,304

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 488,287

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

　建設改良費等の財源に充てるための企業債 138,700

　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 601,956

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 463,256

資金増加額（又は減少額） △ 89,362

資金期首残高 720,959

資金期末残高 631,597

（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

令和５年度 入間市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
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法  定

特別職 一般職 報 酬 給 料 手 当 計 福利費

（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(2)

15 19 106 72,741 45,712 118,559 31,800 150,359

(2)

15 18 92 69,679 42,300 112,071 30,542 142,613

(0)

0 1 14 3,062 3,412 6,488 1,258 7,746

＊（ 　）内の職員数は再任用短時間勤務職員及びパートタイムの会計年度任用職員を外書きで

表す

扶 養 管 理 職 地 域 住 居 通 勤 時 間 外 期 末 勤 勉

手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 勤務手当 手 当 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

1,830 2,352 4,618 2,225 987 4,500 16,096 13,104

2,250 1,668 4,419 2,165 896 3,964 15,181 11,757

△ 420 684 199 60 91 536 915 1,347

手
当
の
内
訳

区　分

本年度

前年度

比　較

比  較

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

合 計

本 年 度

前 年 度

区 分

職　員　数 給      与      費

 １　総　括
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区 分
増減額
（千円）

給  料 3,062 給与改定に伴 258 前年度給与改定に伴う増加分 給料改定率 0.36％

う増減分

昇給に伴う増 920 平均昇給率 1.37％

加分 昇給期 1月

実質昇給人数 18人

その他の増減 1,884 職員数の増等による

分 1,884

手　当 3,412 制度改正に伴 791 地域手当 16 給料改定に伴うはね返り

う増減分 時間外勤務手当 23 給料改定に伴うはね返り

期末手当 53 給料改定に伴うはね返り

勤勉手当 699 年間+0.10月分改定

その他の増減 2,621 扶養手当 △ 420

分 管理職手当 684

地域手当 183

住居手当 60

通勤手当 91

時間外勤務手当 513

期末手当 862

勤勉手当 648

1.90月分→2.00月分

 ２　給料及び手当の増減額の明細

増減事由別内訳
 　　　　　（千円）

説     明 備　　　　考
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　(2)　初任給

高 校 卒 164,100

大 学 卒 191,700

39.9

287,357

平 均 年 齢（歳）

38.0

平均給与月額（円）

平 均 年 齢（歳）

336,450

 ３　給料及び手当の状況

　(1)　職員１人当たり給与

企　　業　　職

企　業　職（円）
行　政　職（円）

平均給料月額（円）

平均給与月額（円）

302,076

353,451

一 　般 　会 　計 　の 　制 　度

区　　　　　　　　分

令和５年１月１日
現在

区　　　分

令和４年１月１日
現在

平均給料月額（円）

技能労務職(円)

164,100

191,700

173,100
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　（級別の基準となる職務）

区　　　　分

令和５年１月１日
現在

区　　　　分

令和４年１月１日
現在

企 　　業 　　職

級 職員数(人) 構成比(％)

１  級
(0)

　(3)　級別職員数

企 　　業 　　職

１  級
(0) (-)

２  級

級 職員数(人) 構成比(％)

(0)

(-)

4 23.5 3 21.4

(-)
２  級

(0) (-)

3 17.6 3 21.4

３  級
(1) (100.0)

３  級
(1) (100.0)

1 5.9 3 21.4

４  級
(0) (-)

４  級
(0) (-)

2 11.8 1 7.1

５  級
(0) (-)

５  級
(0) (-)

4 23.5 2 14.5

６  級
(0) (-)

６  級
(0) (-)

2 11.8 1 7.1

７  級
(0) (-)

７  級
(0) (-)

1 5.9 1 7.1

８  級
(0) (-)

８  級
(0) (-)

0 0.00 0.0

９  級
(0)

計
(1) (100.0) (1)

0

(-)

0

区　  分 １　級 ２　級 ３　級 ４　級

0.0

17

＊（ 　）内の職員数及び構成比は再任用短時間勤務職員を外書きで表す

５　級

課長の職
務又はこ
れに相当
する職務

次長の職
務又はこ
れに相当
する職務

100.0 14

６  級

計

７  級

部長の職
務又はこ
れに相当
する職務企 　業　 職

主事補、
技師補の
職務又は
これに相
当する職
務

主事、技
師の職務
又はこれ
に相当す
る職務

主任の職
務又はこ
れに相当
する職務

主査の職
務又はこ
れに相当
する職務

副主幹の
職務又は
これに相
当する職
務

主幹の職
務又はこ
れに相当
する職務

８  級

(0)

９  級

９  級

(100.0)

100.0

(-)

0.0
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　(4)　昇給

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（％）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（人）

（％）

＊（ 　）内は再任用職員の支給率を表す

職 員 数

職 員 数

区　　　分

本 年 度

前 年 度

一般会計の制度

2.200 2.200

支 給 期 別 支 給 率

有
2.200 2.200 4.400

(1.150) (1.150) (2.300)

有
2.150 2.150 4.300

(1.125) (1.125) (2.250)

4.400

(2.300)
有

職制上の段階、
職 務 の 級 等 に
よ る 加 算 措 置６月（月分） 12月（月分）

(1.150)

支給率計(月分)

(1.150)

備　考

前
　
　
年
　
　
度

５号給

比　　　率　（Ｂ）／（Ａ）

（Ａ）

（Ｂ）昇 給 に 係 る 職 員 数

７号給

８号給

３号給

４号給

企　　　業　　　職

19

18

0

本
　
　
年
　
　
度

比　　　率　（Ｂ）／（Ａ）

0

3

2

4

1

13

0

0

６号給

　(5)　期末・勤勉手当

94.4

区　　　　　　　　　　分

１号給

２号給

３号給

４号給

５号給

0

11

1

0

0

0

0

94.7

18

17

号 給 数 別 内 訳

６号給

７号給

８号給

（Ａ）

昇 給 に 係 る 職 員 数（Ｂ）

号 給 数 別 内 訳

１号給

２号給
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　　　　　同　　　　じ  住     居     手     当

一般会計の制度との異同

　　　　　同　　　　じ

定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

　　　　　同　　　　じ

定年前早期退職特例措置
（2％～45％加算）

　　 差   異   の   内   容　　 区　　　   　　分

その他の加算措置等

  地     域     手     当

35年勤続の

  通     勤     手     当

最 高 限 度

　　　　　同　　　　じ

  扶     養     手     当

備　考
者（月分）

47.709

　(6)　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当　

（月分）

33.27075

者（月分）
区　分

支 給 率 等 47.709

47.709

20年勤続の 25年勤続の

　(7)　その他の手当　

47.709
一般会計
の 制 度

(支給率等)
24.586875

者（月分）

33.27075

24.586875
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債　務　負　担　行　為　に　　　

 千円 千円

 入間市水洗便所改造資金融資あっ せん制度による資金を融資した金 融機関に対する損失補償
　　　　　　　　（令和５年度）

 弁済されない元 利及び遅延利息 の合計額
 入間市水洗便所改造資金融資あっ せん制度による資金を融資した金 融機関に対する損失補償
　　　　　　　　（令和４年度）

 弁済されない元 利及び遅延利息 の合計額
事　　　　項 限　度　額

前年度末までの支払義務発生（見込）額

期　　　　間 金　　　　額
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　　　関　 す　 る 　調　　書

千円

契約締結の日から資金利
用者が借入資金返済完了
まで

限度額に同じ 限度額に同じ

下水道事業収益

千円

契約締結の日から資金利
用者が借入資金返済完了
まで

限度額に同じ 限度額に同じ

当該年度以降の支払義務発生予定額 左の財源内訳

備　　考

期　　　　間 金　　　　額
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(単位:千円)

１

(1) 1,344,400

(2) 141,673

(3) 228 1,486,301

２

(1) 161,078

(2) 495,680

(3) 7,336

(4) 104

(5) 74,433

(6) 43,171

(7) 1,330,000

(8) 10,000 2,121,802

635,501

３

(1) 3,967

(2) 119,801

(3) 198,526

(4) 4,000

(5) 477,000

(6) 1,255 804,549

４

(1) 93,490

(2) 20,422 113,912 690,637

55,136

５

(1) 51 51 △ 51

６

(1) 5,000 5,000 △ 5,000

50,085

204,242

254,327

令 和 ４ 年 度 入 間 市 下 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

雨 水 処 理 負 担 金

営 業 費 用

管 渠 費

流域下水道維持管理費

普 及 促 進 費

委 員 会 費

そ の 他 の 営 業 収 益

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

国 庫 補 助 金

雑 支 出

経 常 利 益

当年度未処分利益剰余金

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

予 備 費

予 備 費

当 年 度 純 利 益

その他未処分利益剰余金変動額
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(単位:千円)

１

(1)

 イ 56,620

 ロ 36,197,250

△ 9,211,417 26,985,833

 ハ 127,772

△ 84,581 43,191

 ニ 2,205

△ 974 1,231

 ホ 10,443

△ 5,673 4,770

 ヘ 169,062

27,260,707

(2)

 イ 1,959,455

1,959,455

(3)

 イ 1,115

1,115

29,221,277

２

(1) 720,959

(2) 143,000

△ 686 142,314

(3) 700,000

(4) 1,325

1,564,598

30,785,875

未 収 金

有 形 固 定 資 産

土 地

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

令 和 ４ 年 度 入 間 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

(令和５年３月３１日)

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

貯 蔵 品

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

現 金 預 金

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

有 価 証 券

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

投 資

出 資 金

投 資 合 計

貸 倒 引 当 金

− 292 −



３

(1)

 イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 4,454,427

4,454,427

４

(1)

 イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 601,629

(2) 134,399

(3)

 イ 9,735

 ロ 1,842

(4) 1,345

748,950

５

(1) 14,781,563

(2) 長期前受金収益化累計額 △ 3,754,181 

11,027,382

16,230,759

６

(1) 14,274,894

14,274,894

７

(1)

 イ 25,895

25,895

(2)

 イ 254,327

254,327

280,222

14,555,116

30,785,875

賞 与 引 当 金

負　　債　　の　　部

固 定 負 債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

企 業 債

預 り 金

流 動 負 債 合 計

資　　本　　の　　部

資 本 金

未 払 金

引 当 金

資 本 剰 余 金

受 贈 財 産 評 価 額

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

法 定 福 利 費 引 当 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

当年度未処分利益剰余金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金
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令和４年度 入間市下水道事業注記表  

Ⅰ．重要な会計方針 

  地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

１.固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産 

     ♦ 減価償却の方法    定額法 

       ♦ 主な耐用年数 

        構 築 物      ５０年 

         機 械 及 び 装 置   １０～２０年 

        車 両 運 搬 具       ４年 

        工具器具及び備品       ５年 

(2) 無形固定資産 

     ♦ 減価償却の方法    定額法 

       ♦ 主な耐用年数 

        施 設 利 用 権      ３５年 

      

２.たな卸資産 

♦ 種 類    材料及びその他貯蔵品 

♦ 評 価 基 準      原価法 

♦ 評 価 方 法     先入先出法 

 

３.引当金の計上方法 

(1) 退職給付引当金 

埼玉県市町村総合事務組合に加入し、退職手当負担金を負担しているため、退職給

付引当金は計上していない。 

(2) 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額

に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 
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(3) 法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末にお

ける支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

(4) 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、不納欠損実績率により回収不能見込額

を計上している。 

 

 ４.引当金の取崩し 

  (1) 賞与引当金 

令和４年度において、職員の期末手当及び勤勉手当を支給するため、前年度の負担

に属する額として計上していた賞与引当金８，９８４千円の取り崩しを行う。 

(2) 法定福利費引当金 

   令和４年度において、職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支出する

ため、前年度の負担に属する額として計上していた法定福利費引当金１，６８４千

円の取り崩しを行う。 

(3) 貸倒引当金 

   令和４年度において、債権の不納欠損による損失に充てるため、前年度に回収不

能見込額として計上していた貸倒引当金８５７千円の取り崩しを行う。 

 

５.企業債の表示区分 

企業債については、貸借対照日の翌日から起算して１年以内に返済期限が到来する

ものを流動負債に分類し、１年を超えて返済期限が到来するものを固定負債に分類し

計上している。 

 

６.当年度未処分利益剰余金 

当年度未処分利益剰余金２５４，３２７千円の内訳は、当年度純利益が５０，０８５

千円であり、減債積立金を使用して企業債を償還する額が２０４，２４２千円である。   
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７．消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。  
Ⅱ．令和４年度予定貸借対照表に関する注記 
１．企業債の償還に係る他会計の負担 

企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含

む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は４８２，４７０千円である。  
Ⅲ．予定キャッシュ・フロー計算書等関連 
表示方法 
キャッシュ・フロー計算書は、間接法により表示している。  

Ⅳ．セグメント情報   当事業は、単一セグメントによって事業を運営しているため、セグメント情報はなし。 
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(単位:千円)

１

(1)

 イ 56,620

 ロ 36,743,607

△ 10,390,583 26,353,024

 ハ 127,772

△ 91,114 36,658

 ニ 4,084

△ 1,268 2,816

 ホ 10,867

△ 7,619 3,248

 ヘ 190,259

26,642,625

(2)

 イ 1,944,568

1,944,568

(3)

 イ 1,115

1,115

28,588,308

２

(1) 631,597

(2) 143,000

△ 550 142,450

(3) 700,000

(4) 1,325

1,475,372

30,063,680

令 和 ５ 年 度 入 間 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

(令和６年３月３１日)

資　　産　　の　　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資

出 資 金

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

有 価 証 券

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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令和５年度 入間市下水道事業注記表  

Ⅰ．重要な会計方針 

  地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

１.固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産 

     ♦ 減価償却の方法    定額法 

       ♦ 主な耐用年数 

        構 築 物      ５０年 

         機 械 及 び 装 置   １０～２０年 

        車 両 運 搬 具       ４年 

        工具器具及び備品       ５年 

(2) 無形固定資産 

     ♦ 減価償却の方法    定額法 

       ♦ 主な耐用年数 

        施 設 利 用 権      ３５年 

      

２.たな卸資産 

♦ 種 類    材料及びその他貯蔵品 

♦ 評 価 基 準      原価法 

♦ 評 価 方 法     先入先出法 

 

３.引当金の計上方法 

(1) 退職給付引当金 

埼玉県市町村総合事務組合に加入し、退職手当負担金を負担しているため、退職給

付引当金は計上していない。 

(2) 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額

に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 
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(3) 法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末にお

ける支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

(4) 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、不納欠損実績率により回収不能見込額

を計上している。 

 

 ４.引当金の取崩し 

  (1) 賞与引当金 

令和５年度において、職員の期末手当及び勤勉手当を支給するため、前年度の負担

に属する額として計上していた賞与引当金９，７３５千円の取り崩しを行う。 

(2) 法定福利費引当金 

   令和５年度において、職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費を支出する

ため、前年度の負担に属する額として計上していた法定福利費引当金１，８４２千

円の取り崩しを行う。 

(3) 貸倒引当金 

   令和５年度において、債権の不納欠損による損失に充てるため、前年度に回収不

能見込額として計上していた貸倒引当金６８６千円の取り崩しを行う。 

 

５.企業債の表示区分 

企業債については、貸借対照日の翌日から起算して１年以内に返済期限が到来する

ものを流動負債に分類し、１年を超えて返済期限が到来するものを固定負債に分類し

計上している。 

 

６.当年度未処分利益剰余金 

当年度未処分利益剰余金６７，７１１千円の内訳は、当年度純利益が１７，６２６千

円であり、減債積立金を使用して企業債を償還する額が５０，０８５千円である。   
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７．消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。  
Ⅱ．令和５年度予定貸借対照表に関する注記 
１．企業債の償還に係る他会計の負担 

企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含

む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は４５５，２８４千円である。  
Ⅲ．予定キャッシュ・フロー計算書等関連 
表示方法 
キャッシュ・フロー計算書は、間接法により表示している。  

Ⅳ．セグメント情報   当事業は、単一セグメントによって事業を運営しているため、セグメント情報はなし。 
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